


















　新潟県新潟市西区 A 団地においても７日（木）、18 時前から町のおよそ半分が停電となり、
同地区でもっとも復旧が遅れたブロックにおいて灯りが灯ったのは深夜 24 時近くになってから
だった。真っ暗な中、いつ停電が終わるかもわからず不安な時間が過ぎていった。エアコンも止




にも 16 時から 18 時ごろまでの２時間程度の停電があったが、停電個所の様子や消防局に問い
新興住宅地における災害時のSNSの情報伝播















　A 団地は新潟市の郊外に位置する新興住宅地である。分譲が開始され 2021 年でおよそ四半世
紀という歴史の浅いニュータウンではあるが、急速に人口を伸ばし現在は世帯数 1000 以上、人
口は約 2,700 人［２］となっている。










当時、このグループの SNS の登録者数は 26 名であった。自主的に A 団地のコミュニティ形成
に尽力してきたこのメンバーが SNS において、災害時にどのような情報を発信したのかを分析






　20 時 01 分から 16 分間に渡り、「備品提供」「安否確認」そしてそれに対する「謝意」の連絡
が合計 8 通に及んでいる（表１の No.1 ～ 8 の赤枠）。その後、20 時 17 分から停電が終了する
23 時 57 分のおよそ 4 時間近くの間「町内情報」ならびに各自の「状況共有」が増加している（表
１の No.8 ～ No31 の青枠）。さらに 20 時 18 分に外部情報（No.10）が加わりはじめ、さらに 21
時 52 分からは各自が入手した外部情報（インターネットや外部機関への問い合わせなど）、そし





















表１　2021 年１月７日（木）20 時～ 24 時ならびに 10 日（土）16 時～ 18 時の通信内容
－ 31 －




















況の見通しがついた約１時間後の 17 時 03 分には災害時において、このネットワークの有効性
の発話がなされ、次々と賛同のコメントが寄せられるに至った（NO.45 ～ 51）。
　SNS を通して災害時に求められる情報について中山らは 2018 年６月、大阪北部地震が発生後、
大阪大学学生に SNS の利用状況を調査した［４］。その結果は以下の通りであった。
　　‌普段と比べて地震時には学生たちの SNS の利用時間が増加しており、SNS を通して「授業
に関すること」、「地震による被害状況」、「交通情報」が特に求められていたことが明らかと
なった。これらは大学に関係する情報と地域密着性の高い情報だった。また、回答者の半数




































道路が遮断されることがある。大規模な例では、2010 年２月６日には 77 台の自動車がこの地域
－ 33 －










　教育に ICT を活用する GIGA スクール構想［10］により、同地域の中学校ではすでに一人一














































備局ホームページ』（取得日 2021 年１月 10 日 https://www.hrr.mlit.go.jp/road/kiroku/
H21.pdf）.
［10］　‌文部科学省，2021，「GIGA スクール構想の実現について」『文部科学省ホームページ』（取
得日 2021 年１月 10 日 https://www.mext.go.jp/a_menu/other/index_00001.htm）．
［11］　‌新潟市，2021，「コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入について」『新
潟市ホームページ』（取得日 2021 年１月 10 日 https://www.city.niigata.lg.jp/smph/
kosodate/gakko/f_index/communityschool.html）．
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